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新和魂グローバル最適経営： 
グローバル日本の経営哲学

林　廣茂 
（中国・西安交通大学　客員教授）

要　　約

　グローバル日本（1990- 現在）の経営哲学を「新和魂グローバル最適経営」のマントラで表現した。

現在進行中の経営哲学を学術的に普遍化することはまだ尚早で，そのフレームワークと方向性の仮説的

な提案をした。

　筆者は，2 本の先行論文で，経営哲学の系譜を，つまり，経営哲学の不易流行性，経路依存性，時代

性を踏まえた進化・拡大を，400 年の歴史を遡って検証した。その先に「新和魂グローバル最適経営」

を位置づけたい。

　本論文では，現下の文明システム（政治・経済・社会 / 文化・技術・ICT）の変化を，イノベーショ

ン，グローバリゼーション，ダイバーシティの 3 軸で捉え，日本企業の 3 軸での進化が緩やかで，国内

外での競争力が停滞していると分析した。企業が競争力を回復し，安定成長を持続するためには，現在

から将来にかけての経営原理である経営哲学の，現下の文明システムに適応した再定義が必要である。

再定義のフレームワークと方向性を，「新和魂」と「グローバル最適経営」の表裏一体で考察した。
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Abstract

　The management philosophy of Global Japan (1990–present) is consolidated in the ‘Global 

Optimization Management with Neo-Japanese Spirit’ mantra. It is too early to universalize today’s 

progressive business philosophy in academic terms, so its framework and direction are presented as a 

hypothetical suggestion.

　The author’s previous two papers dealt with the chronology of the Japanese management 

philosophy, examining its evolution and expansion over 400 years while taking account of fluidity and 

immutability, path dependency and temporal characteristics of the management philosophy. ‘Global 

Optimization Management with Neo-Japanese Spirit’ should be considered the next stage of this 

historical development.

　In this paper, changes in the current civilization system (politics, economy, society/culture, 

technology and ICT) are viewed in terms of three axes–innovation, globalization and diversity–and the 

analysis has revealed that Japanese companies have evolved rather slowly in these three axes, 

causing sluggishness in their competitiveness at home and abroad. To allow the companies to restore 

competitiveness and sustain stable growth, a management philosophy embodying the principle of 

company management towards the future needs to be redefined to fit the current civilization system. 

Attention is paid to the framework and direction of redefinition, focusing on ‘Neo-Japanese Spirit’ and 

‘Global Optimization Management’ combined as two sides of the same coin.

Keywords：�経営哲学，新和魂，グローバル最適経営，AI 進化・発展，儒教，仏教，神道，メタ統合

	� Management Philosophy, Neo-Japanese Spirit, Global Optimization Management, AI 

Evolution and Development, Feudal Japan (1603-1868), Imperial Japan (1868-1945), 

Democratic Japan (1945-1990), Global Japan (1990-present)
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第１章．経営哲学を定義する

1.1　本論文の位置づけ

　筆者はこれまで，「日本の経営哲学」に関する

論文を二本発表した。「日本の経営哲学の系

譜─不易流行性・経路依存性・時代性─」（2015）

と 「Japan’s Management Philosophy for Business 

Sustainability」（2016）である。

　第一論文では，経営哲学の中身が文明システム

（経営環境：政治・経済・社会／文化・技術・

ICT）の変化に適応して，不易流行し，経路依存

し，時代を反映してダイナミックに進化・拡大し

てきた系譜を検証した。第二論文では，経営哲学

は経営の持続性と競争力に強く関連するとしたう

えで，経営哲学から「日本らしさ・日本人ならで

は」の伝統が今日希薄になっているとの認識を確

認した。温故知新的に，現在から将来へ向けて経

営哲学を進化・拡大する必要性を提案した。

　本論文は，第三論文の位置づけで，先の 2 論文

の成果を踏まえ，そこから一歩前に出ようとする

試みである。現在から将来に向けての経営哲学の

進化・拡大のフレームと方向性を仮説的に提案す

る。

1.2　経営哲学の定義

　第一論文で，経営哲学学会（2008，2012）及び

野中（2012）を参照して，経営哲学の定義をし

た。経営の原理が経営哲学である。その中核に

は，経営者の思想・哲学・宗教，つまり，その世

界観，文明観，歴史観，価値観，倫理・道徳観な

どがある。経営哲学は，企業文化や企業理念，そ

して CSR の指針として全社員に共有されて，企

業の経済合理的な営為の態度や行動規範となる。

明文化された形式知もさることながら，暗黙知と

して経営者と社員の態度や行動・日々の作法の中

で生きているかどうかが一段と大切である。

　経営哲学は，企業の寿命を左右する 3 つの軸

（継承力・求心力・イノベーション力）を統合す

る経営力の要である。文明システムの変化の先へ

の洞察力と変化に適応する柔軟性の淵源であり，

歴史を通して進化し拡大してきた。100 年以上持

続している日本の長寿企業を分析した先行研究

で，横澤（2012）は，長寿企業の経営力の秘訣

は，継承力（未来への事業承継，地域社会との不

可分性），求心力（堅実経営，社内結束力），イノ

ベーション力（革新，顧客志向）の 3 軸のバラン

スを取ることにあると実証した。文明システムの

変化に適応して，長寿企業は 3 軸の重要度を柔軟

に変えてきた。

1.3　�文明システムに適応したイノベーションが

持続する競争力を保つ

　日本の企業寿命は平均 30 年前後である（宇賀

神，2013）。若林（2014）によると，企業に寿命

がある理由の一つが「イノベーションの欠如」

で，ある文明システムの中で成功した会社は，そ

の成功体験に固執して，変化した文明システムに

適応したイノベーションを起こし辛くなるからで

ある。その根元に経営哲学の機能不全がある。

　ここで言うイノベーションとは，企業が国内外

で文明システムの変化を内部化して，経営の 5 要

素である企業文化（企業風土），企業の理念（存

在理由），経営資源（人材・情報・技術・資金・

設備），顧客価値創造プロセス（顧客価値形成，

SC・ VC など），組織（生産・マーケティング・

財務・人事など）でイノベーションを起こして，

持続性ある競争力を保つことである。

　歴史を遡ってみる。

　宮本（1999）は言う。江戸期の封建日本から明

治期の帝国日本へ，国体が大転換した前後の 53

年間（1849-1902）は日本の近代の産業革命期



5新和魂グローバル最適経営：グローバル日本の経営哲学／林廣茂

だったが，その期間に，封建日本の主要な商家ビ

ジネスが衰退して，西欧の科学技術を吸収した新

興企業が急成長した。旧来の商人が没落し，新し

い企業家が台頭した。

　宮本（同）によると，ペリー来航の 4 年前・

1849 年の長者商家 231 家のうち，53 年後の 1902

年，近代工業勃興期の長者 353 家の中で生き残っ

ていたのは僅か 20 家で，生き残り率は 9％弱

だった。産業別の盛衰をみる。封建日本の長者

は，両替商，呉服商，米穀商，木綿問屋，廻船業

が多かった。53 年後の長者は，財閥への道を歩

み始めた新興の三菱，銀行や商社に転換して存続

した三井や住友などである。そして，鉄道，電

力，肥料，造船，紡績，製鉄，郵船，貿易，食

品，金融などの近代産業が多くの長者を輩出し

た。

　封建日本の長者商人が消滅・衰退した理由は，

以下の 3 点のうちの何れかが当てはまる。どの理

由も，イノベーションの欠如を物語っている。1）

それまでの成功体験やビジネス・モデルに安住し

ていた。2）先進的な生産技術や新産業の経営ノ

ウハウを習得しなかった。3）新規参入から特権・

規制で守られていた。

　帝国日本の近代産業化に貢献したのは，封建日

本を支えた商業資本家である商人は少数で，大多

数は下級武士や農民出身で，起業から身を興した

産業資本家だった。

　現代に戻る。

　日本経済新聞（2014）による，2013 年 12 月現

在の時価総額上位 297 社の設立時期の分析があ

る。1910 年代以前の近代産業勃興期に設立され

た 100 年超企業は，新日鉄住金，東芝，日立など

61 社（20％）。経済恐慌から満州事変・日中戦争

に至るに至る 1920 年代 -1930 年代の設立は三菱

電機，トヨタ，日産，パナソニック，キャノンな

ど 72 社（24％）。1945 年から高度成長期が始まっ

た 1960 年代までの設立はソニー，ホンダ，デン

ソ ー， フ ァ ー ス ト リ テ イ リ ン グ な ど 118 社

（42％）。1970 年代以降現在までの設立は日本電

産，キーエンス，ファナック，ソフトバンク，

NTT ドコモなど 46 社（15％）である。

　経済大国化する日本を牽引した，そして現在も

日本を代表する企業 297 社の内，戦後の経済の回

復期と高度成長期に設立された企業が 42％を占

める。設立後 50 年未満の企業は 15％に留まる。

アメリカとの比較で，長寿企業の事業転換や競争

力強化が進まない，国内での新規開業率や新興企

業の成長率が低い，が指摘されている。電気・機

械・金属などモノ造りのグローバル企業が多く，

ICT 関連でグーグル・アップルなどのように世

界をリードするコト創りの企業は生まれていな

い。

　企業の持続性には，既存事業の変化に適応した

イノベーション力だけでなく，産業の盛衰に対し

ても変化を内部化して事業転換するイノベーショ

ン力が必要であるとの教訓が，ここから取り出せ

る。「変化を継続できる企業だけが生き残る」と

いう箴言には時代を超えた普遍性がある。

第２章．経営哲学の系譜

　2 本の論文を通じて明らかにしたのは，経営哲

学には，どの時代にも通奏低音として，濃淡はあ

るが，儒教，仏教，神道の 3 教がメタ統合された

日本思想が反映されていることである。思想の，

宗教性（祖先崇拝，死後の救済，招魂など）は仏

教と神道から，礼教性（道徳観や倫理観）は儒教

と仏教から，哲学性（宇宙観，人間としての大義

や使命感）は儒教から，それぞれ強い影響を受け

ている。日本の経営哲学は日本思想の申し子であ

る。経営哲学には，日本人らしい精神性の「ここ
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ろ＝知性と感性」と「かたち＝作法」が反映され

ている。

　日本の文明システムの大きな転換期を境にし

て，時代を 4 区分し，経営哲学の進化と拡大の系

譜を整理した。封建日本（1603-1868），帝国日本

（1868-1945），民主日本（1945-1990），グローバ

ル日本（1990- 現在）の 4 区分である。最初の 3

期の経営哲学については過去にさかのぼって検証

した。以下に要約する。第 4 期に当たるグローバ

ル日本の経営哲学は，現在進行中であり，その

「こころ，かたち」は定まっていない。本論文の

メインテーマである。

2.1　�封建日本（1603-1868）と帝国日本（1868-

1945）の経営哲学

2.1.1　封建日本の「三方よし」

　封建日本では，朱子学が統治思想の柱だった。

厳しい身分制度（士・農・工・商とその世襲制）

による統治と農本主義（米穀を主とする農林水産

物を基軸にした経済）をベースにした商業資本経

済だった。貨幣制度が全国に浸透した。農林水産

物と手工業製品の全国流通と販売を担ったのが，

最下層の身分として卑しめられた大中小の商人

（180 万人）である。全国の人口は 1,400 万人から

3,500 万人に増えた。

　商人の経営哲学はのちに「商人道」と呼ばれる

が，そのスローガンは近江商人の「三方よし」

（売り手よし，買い手よし，世間よし）が代表的

である。「三方よし」が「不易＝普遍」の理念と

して駆動し，商品の機能，品質やサービスの改

良・改善，そして，時代に合った事業への転換な

どのイノベーションを切れ目なく実行する「流

行」が，経営の持続力・競争力の源泉だった。商

人道の形成には，陽明学（人欲＝利益の追求を認

める），浄土宗（現世で善行を積み来世で極楽往

生する），神道（祖先に現世での子孫繁栄を祈る）

が特に強く影響した。

　以下は末永（2011）を参照した。商人道（三方

よし）は，自らを律して，つまり，誠意正心で修

身し，勤勉・倹約・禁欲してビジネスをする，

「先義後利」（荀子），世のため人のために貢献

（ 理 =natural law） し た 後 に 得 る 利 益（ 利

=reward）は天からの贈り物であり，武士が主君

に仕えて受ける俸禄と同じである，とした思想で

ある。武士と商人の身分を違うが，社会に仕え

る・主君につかえる職分では両者は同等である。

　一方では統治者である武士階級（200 万人）

は，朱子学（人欲＝利を一切認めない）と禅宗の

思想をベースにして「武士道」を形成した。武士

道は，徹底した自己犠牲による主君への忠義と統

治者としてふさわしい徳を磨く，そして，現世で

の自力本願（禅の精神）による解脱，で精神の平

穏を得る，武士の行動規範，倫理・道徳規範であ

る。武士道には，「武力で主君に仕える，死を辞

さない心構え」と「支配層に属する人間としての

徳生を磨く」の両面があった（新渡戸，1993）。

2.1.2　帝国日本の「士魂商才」

　国家の独立が至上目的だった。開国・殖産興業

を推進して，日本を一刻も早く欧米列強と肩を並

べる近代国家にする。天皇主権の立憲国家で，公

が私に優先した。国家の強い統制と指導があり，

国民は国家の方針に沿った教育・訓練によく従っ

た。

　欧米の科学技術と近代合理主義を学びつつ，日

本は，農本主義・商業資本主義から産業資本主義

へ猛スピードで転換した。かつての武士・農民・

商人はこぞって近代産業の導入に参加した。近代

産業の経営者は，殖産興業の国益に貢献する愛国

者になった。

　20 世紀の初頭，非西欧国の中で日本だけが近

代産業国家に自成的に変革した。一つには，封建
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日本で培った武士や商人の精神文化が，帝国日本

の近代化の駆動エンジンになったからである。武

士や商人が身につけていた朱子学の格物致知のア

プローチ，つまり，「客観的な分析→理解→判断

→総合」のステップで真理に至る思考方法が，西

欧の科学技術や合理主義の習得をスムーズにした

（加地，1990：238-239）。また禅を日常に取りい

れていた武士や商人は，平静な心で自分と世界に

向きあい両者を調和させる修練，そして，以心伝

心で直観的に真理に至る精神の修練も積んでいた

（新渡戸，1993）ので，科学性・合理性と精神性

を統合した経営判断が可能だった。

　二つには，浜野ら（2009）によると，封建日本

の商人は既に，高いレベルの経営手法や科学技術

を使いこなしていた。複式簿記を使って計数管理

をし，時の経済性（時間管理・正確性・未来志向

性）も実践した。スチームや電気による動力は知

らなかったが水と風を動力源にした。造船，建

設・土木・治水，製鉄，農業，発酵，数学，天文

などの科学技術の知識で社会インフラの整備を

し，農業の生産性を高めた。また，さまざまな新

事業・新製品開発を実践して，製品の生産量を増

やし品質を高めた。これらの知識・技術が近代化

のインフラストラクチャになった。

　経営哲学は，商人道の「三方よし」から，「商

人道」と「武士道」が結合して，工業製品をマー

ケティングする企業経営者の「士魂商才」に進化

した。

　軍隊・学校教育・地域社会・日常生活の中で日

本人は，天皇崇拝と朱子学的な序列と秩序の思想

を，幼年時代から成人に達するまで徹底して刷り

込まれた。軍人には「軍人勅諭」（1882）で「忠

節・武勇・信義・質素・誠心」の遵守実行を義務

づけた。学校では「教育勅語」（1890）に従って

初等教育から「五倫（父子の親，君臣の義，夫婦

の別，長幼の序，朋友の信）」（孟子）を「皇祖皇

宗に由来する普遍の倫理・道徳である」と教え

た。地域や家庭での躾は，教育の延長と補完を

担った。国民はこれらの徳目を実践するように強

く奨励された。

　この教育・訓練の上に，欧米から導入した科学

技術や近代合理主義を高等教育で学んだ人たちが

企業に入り「士魂商才」を実践した。

2.2　民主日本（1945-1990）の経営哲学「和魂

商才」

　日本国憲法（1947）は，歴史を貫いて日本人の

心の中に権威として存在していた天皇を国民統合

の象徴と位置づけ，国民主権・民主主義の国体を

宣言した。私が公に優先されるようになった。

　経済再建を梃に国家を再建するのが急務だっ

た。1980 年代の後半には GDP の規模と一人当た

りで名実ともに世界 2 位の経済大国に成長した。

2.2.1　�「和魂商才」の経営哲学が経済復興の原動力

　民主日本の経済の高度成長を担った人たちの大

多数は，1900 年-1930 年代の生まれで，教育勅語

と軍人勅諭を刷り込まれていた。彼らを戦前・戦

中派とする。彼らは戦後，「天皇への忠誠」「軍国

主義の先兵」に替わって「国家の再建」「経済立

国への邁進」を大義とした企業戦士になり，世界

二位の経済大国化を牽引した。バブル経済の崩壊

（1992）前後まで，彼らが企業経営者・経営幹部

の大多数を占めた。

　戦前・戦中派は，「日本人らしい」思想・哲学

をしっかりと身につけて育った。西洋近代の合理

主義と日本の伝統文化をメタ統合した高度な社

会・精神文化である。1930 年代までに日本は，

西欧から導入した科学技術を駆使して高度な産業

を擁していた。資本主義経済・産業社会での企業

経営の知識と経験も蓄積していた。

　戦前・戦中派のメンタリティは戦後，「和魂商
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才」の経営哲学として復活した。戦前に蓄えてい

た近代産業経営の技術とノウハウが，経済復興に

活かされた。

2.2.2　「和魂」

　和魂とは，仕事を通して「自分の与えられた本

分を一所懸命にやり遂げる。自分の本分で一番を

目指し，そのための努力を惜しまない。自分を犠

牲にしても全体のために尽くす。愛国心，社会へ

の貢献，組織への忠誠心が強い。潔さ，礼儀正し

さ，他人に恥じることのない使命感を持つ」哲学

である。つまり，自己犠牲をいとわず全体への奉

仕を実践する，リスクを取り業績目標を達成する

まで止めない。これが，民主日本の和魂で，日本

経済の再建に立ち向う戦前・戦中派の心を奮い立

たせた精神力の根源だった。

　日本式経営とその強みは，社員が「上司に忠実

で，年上を敬い，一致団結し，最後までやり抜

く」ことにある。企業は，「年功序列，終身雇用，

企業内労働組合」を制度化して組織の序列と秩序

を守り，雇用の安定と生活保障で従業員の忠誠心

を高め，社員中心主義で企業という運命共同体の

和を確保した（アベグレン，2004）。

　和魂の精神の中核には，組織の上下左右の関係

と秩序を保つための企業へ忠・企業という公を優

先する義・上司 / 先輩に従う悌・秩序を乱さない

礼・上下左右の信，そして，それらを包み込む日

本精神の和（共感・共鳴）があった。

2.2.3　�「商才」：日本企業の成長発展モデルの特徴

　日本企業の進化・発展には独特のビジネス・モ

デル（商才）がある。日本文化の進化・発展モデ

ルと言われる「守（Shu）・破（Ha）・離（Ri）」

の経営版で，AI 進化・発展モデルである（林，

1999）。

　企業の AI 進化・発展モデルは，「守・破・離」

プロセスを再現している。戦後の 45 年間（1945-

1990），多くの日本企業が，「採用と模倣・応用と

改良・習熟と革新」（Adopt & Imitate, Adapt & 

Improve, Adept & Innovate）の三段階で，AI 進

化・発展を実現して日本人を豊かにし，そして，

世界的な有力企業になった。

　日本企業の AI 進化・発展は，欧米，なかんず

くアメリカからの産業技術や経営知識の移転を抜

きには考えられない。先ずアメリカに学び，採用

し模倣して国内に新しい産業を興した。「守」で

ある。製品はアメリカの二番手で，当初は品質も

悪く値段はもちろん安かった。1960 年代までの

鉄鋼，繊維，造船，家電などである。

　やがて学んだことを応用し改良した製品を送り

出した。「破」である。高性能化，小型化，軽量

化，それでいてほどほどの値段。アメリカの二番

手製品だが，アメリカの製品よりは性能がよく，

使いやすく，しかも買いやすい価格で評判が良

かった。自動車，ラジオ，テレビ，カメラ，時計

などで日本は機械製品の輸出大国になった。1970

年代である。

　そして，習熟し革新を実現して，本家アメリカ

を凌駕する産業を構築した。「離」である。二度

にわたる石油危機を経て，小型乗用車の性能と燃

費で世界標準を創造し，カラーテレビや半導体の

性能とコストでアメリカの当該産業を敗退させ

た。1980 年代である。「工業国家」でかつ「通商

国家」として日本は，「Japan as Number One」

（Vogel, 1979）の経済大国になった。

第３章．グローバル日本（1990- 現在）の
経営哲学：「新和魂グローバル最適経営」

3.1　危機意識

　「新和魂グローバル最適経営」は筆者の造語で

ある。民主日本の「和魂商才」の経営哲学を，現
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在進行中である文明システムの大きな変化に適応

して再定義する必要があるとの認識から発想し

た。本章では，再定義のフレームワークと中身の

方向性をプロファイリングする。あくまで推論的

な仮説である。

3.1.1　�イノベーション，グローバリゼーション，

ダイバーシティの遅れ

　現在進行中の文明システムの変化を，イノベー

ション，グローバリゼーション，ダイバーシティ

の 3 軸で捉えるのが一般的である。3 軸への進化

論のような適者生存能力が，今日の企業の競争力

だと言える。1990 年からの 26 年間，日本企業の

多くは，これら 3 軸での AI 進化・発展が十分に

進んでいないために，業績が停滞し国際競争力は

後退しているとの認識が広がっている。

　企業の経営マーケティングのイノベーション力

が弱い，内外でのグローバリゼーションのスピー

ドが緩い，人事のダイバーシティは進んでいな

い。経団連（2015）は，このことを日本の危機と

捉えている。経団連が提言している「‘豊かで活

力ある日本’の再生」の実現には，企業が研究開

発・技術開発・新産業／新事業開発で AI 進化・

発展をアップ・スパイラルに復活させて競争力を

回復し，国内外で持続的に成長することが不可欠

である。経団連は更に，日本を再生させるには，

日本人の「意識・社会通念」の変革も必要だとし

ながら，そのための具体的な提言はしていない。

　また経団連の危機意識の中には，企業のイノ

ベーション，グローバリゼーション，ダイバーシ

ティの遅れの原因の一部が，「全員一致の意思決

定」と「保守主義とリスク回避」にあるのではな

いかとの認識は盛り込まれていない。「全員一致

の意思決定」と「保守主義とリスク回避」の経営

は，かつては日本式経営の強みだったが，それが

今日では，日本企業の弱体化の原因，つまり，上

記 3 軸を推進する能力の劣化の原因になっている

のではないか。

　「全員一致」経営では，根回しに時間はかかる

が一度コンセンサスが得られたら，全社一丸と

なって目標にまい進し，目標達成までやり抜い

た。今日では根回しをしている間に，競合に先を

こされ時代に取り残されてしまう企業が続出して

いると言われている（ソニー，パナソニック，

シャープなど）。

　「保守主義とリスク回避」経営は，家業経営が

大多数だが，身の丈経営で本業に集中し，成長よ

りも持続を優先して企業とその創業家，そして社

員を守ってきた。そして本業では，絶えざる創意

工夫（改革・改善）を実践して顧客満足を高め

た。これが日本に世界で最多数の長寿企業（100

年以上続いている）が存続している理由の一つで

ある。他方では日本の長寿企業からの，たとえ巨

大企業であっても，破壊的なイノベーションの事

例は極く少ない。

　今日の日本には，革新的な創業や新規事業の立

ち上げが先進諸国の中で大変少ない現実がある。

かつての日本式経営の強みを，危機意識を持って

レビューする必要があるだろう。

3.1.2　筆者の視点

　筆者は，日本の伝統思想を，今日の文明システ

ムの時代性を反映して換骨奪胎し，「新しい日本

思想」として再定義し，その申し子である経営哲

学をグローバル日本に即応して進化・拡大するこ

とが時代の要請であると認識している。イノベー

ション，グローバリゼーション，ダイバーシティ

の 3 軸で，スピーディでかつリスクを取る，国内

外での適者生存力を駆動させる新たな経営哲学が

必要である。それを「新和魂グローバル最適経

営」とした。
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3.2　経済も企業も長期低迷している

3.2.1　日本経済の世界での牽引力は半減した

　日本では 1990 年-2015 年を失われた 25 年と言

う。経済の低迷とデフレにずっと苦しんできた。

内閣府（2016）による名目の経済規模は，1997

年の 534 兆円をピークに縮小を続け，2009 年に

は 489 兆円まで落ち込んだ。その後少し反転した

が，2015 年は 531 兆円に留まった。日本経済は

この 25 年間で縮小した。

　高齢化と人口減が現実になり，消費市場は低迷

し，企業の設備投資や政府の公共投資は減少を続

けた。ここ数年の政府の成長戦略は緩やかに効果

的だと言われるが，将来への不安から家計消費

も，企業の設備投資も伸びないままである。

　IMF（2015）によると，1990 年 -2014 年の 24

年間で世界の経済規模は（米ドル基準），名目で，

3・33 倍に拡大した。中国の GDP は 1990 年の

3,930 億ドル（日本の 13％の規模）から 26 倍強

増加して，日本 4 兆 6,000 億ドルの 2.25 倍模に

なった。世界での日本の GDP のシェアは，1990

年の 13％から，2014 年の 6％に縮小した。中国

は 1.7％ から 13.4％に拡大した。アセアン 10 カ

国は 7 倍に拡大して 2 兆 4,060 億ドル，日本の約

半分の規模である。日本経済は，世界の成長・ア

ジアの成長に遅れ，そのグローバル化も緩やかに

しか進んでいない。その間に，アジアの経済成長

の牽引車は日本から中国にシフトした。

3.2.2　企業のグローバル展開は緩やかである

　日本企業の海外事業は確かに，アジアを中心に

拡大している。経産省（MET1）（2016）による

と，アジア（中国を含む）は 2014 年度の実績で，

日本企業の現地法人数 24,011 社の 66.5％，従業

員 数 575 万 人 の 73.0 ％， 売 上 高 272.2 兆 円 の

44.6％，経常利益 10.8 兆円の 53％を占めている。

　日本の海外直接投資の 2015 年の残高約 1.23 兆

ドル（METI，2016）は，米独英仏に次いで世界

で 5 位の規模である。投資先はアジアが 29％で，

欧米が 59％を占める。

　通商白書（METI，2013）で直接投資収益率を

見る。1996 年 -2011 年の平均で，アジアでの投

資額は少ないが収益率は 9.1％と高く，欧米での

投資額は大きいが収益性はアメリカ 5.1％，西欧

3.3％で低い。欧米での日本企業の競争力は相対

的に弱い。それが，収益率が低い最大の原因だ。

　通商白書（METI，2015）は，日本企業の海外

での売上高成長率の低さをハイライトしている。

2006 年 -2013 年までの平均で，アジア太平洋地

域（+3.6％），南北米大陸地域（+1.3％），欧州・

中東・アフリカ地域（-0.5％）の成長率で，それ

ぞれの地域で，アメリカ系企業，欧州系企業，ア

ジア系企業の 2 割から 4 割までの水準に留まって

いる。B2B であれ B2C であれ，日本企業による

海外市場の理解力が不十分で，そのため，商品力

とマーケティン支援・ブランド構築力のいずれ

か，あるいは両方でマーケティング競争力が相対

的に弱いと考えられる。

3.2.3　変わる企業，変わらない企業

　2005 年を境にして，日本経済の屋台骨の一つ

で，モノ造り日本を代表したデジタル家電企業の

後退がはじまり，2010 年には韓国勢へのグロー

バル市場での敗北が決定的になった。電気産業

は，関連産業も含めると，GDP の 3 分の 1 の規

模の影響力を持っていた。

　日本勢は，1990 年代までの「ソニー　ウォー

クマン」と「廉価で性能が良く壊れない家電王

国」の成功が手かせ足かせになって，2000 年代

に入っても液晶テレビやスマートフォンに対する

世界の多種多様な消費者ニーズの理解を欠いた。

利益の源泉を技術の優秀性に求め，ブランドやソ

フト価値の重要性に鈍感で，SC/VC のクロスボー
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ダー化にも対応しなかった。コンセンサス経営と

リスク回避にこだわり，マーケティングの新たで

大胆な AI 進化・発展ができなかった悲劇であ

る。日本勢は産業の競争力を韓国勢や台湾勢に奪

われ，ソニー，パナソニック，シャープは軒並み

巨額の累積赤字を計上した。

　日本の自動車メーカーは，2008 年のリーマン

ショックの後の一時期，先進国市場での業績が悪

化し，新興国市場では韓国勢に先を越されて苦境

に陥った。しかし，AI 進化・発展を続け，技術

イノベーションを継続し，現地のニーズ対応の製

品開発とマーケティングに素早くかつ大きく舵を

切り変えて復活した。環境対応車であるハイブ

リッド自動車，電気自動車，燃料電池自動車でト

ヨタ，ホンダ，日産が世界をリードしている。日

本の自動車メーカーは現在世界で，30％超の台数

シェアを持ち，世界最強と言える。国内での影響

力は，部品や鉄鋼のサプライヤーを始め，交通・

保険・レジャーなどの関連産業を含めると，GDP

の 3 分の 1 を超える。

3.2.4　�顧客価値がハードからソフトへ転換して

いる

　筆者は 1993 年から現在まで毎年，『日経 MJ』

が発表する年間のヒット商品（合計 460 商品）の

分析を通して，「日本人が求める消費価値がモノ

（tangibles）からコト（intangibles）に大きくシ

フトした」ことを検証している。

　モノ商品には，優れた機能・性能価値を中心

に，その上に，そのモノを所有する満足感や，

使って得られる心理・情緒の満足感というコトの

価値も求めている。コト商品では，その心理・情

緒価値をおもに消費する。

　コトの心理・情緒価値は多様である。利用する

＝利用価値。共感する・触れ合う＝関係性価値。

QOL を高める＝ライフスタイル価値。訪問す

る・目撃する・経験する・臨場感を味わう＝体験

価値。これらの価値に対してお金を払う。わくわ

く感，はらはら・どきどき感，つまり，コトの価

値を消費する。

　モノからコトへ，ハードからソフトへの顧客価

値のシフトは，日本だけでなく全世界で同時進行

している。ここでのポイントは，ICT 化・グロー

バリゼーションが進行する中で，日本企業はモノ

造りの技術は優秀でも，グローバルな競争力を

持った商品開発，とくに，国内外で人びとのライ

フスタイルを豊かにするコトの価値の開発で，欧

米勢や韓国勢に遅れていることである。その代表

例が，スマートフォンで，圧倒的に重要なコトの

価値を提供する OS，グローバル・ネットワーク

の SNS やアプリケーションなどで，日本企業は

アメリカ勢にはるかに及ばない。

　その原因を推論する。

3.3　「新和魂」を考える

3.3.1　戦後派とポスト戦後派

　戦後教育は，モノ造りの産業社会の団体戦に役

だつ横並びの標準化・記憶重視の詰め込み教育

だったと言われる。着実に手順を踏んで分析する

技巧を身につければ，誰でもその先に正解が得ら

れる標準化と形式知のつめ込み教育と，「競争を

避け，皆で仲良く一緒にゴールインするのが善」

とされる結果平等の教育，の二本立てである。そ

の教育は，標準化された高品質の工業製品造り

（壊れない・性能がよい・ほどほど価格）やモノ

へのニーズを満たす大量販売マーケティングに向

いていた。企業は，横並び標準品での「守・破・

離」に成功した。一方で，戦後教育は，創造性，

独創性，競争心の欠如した教育との認識は広く深

い。

　「機会の平等」は当然だが，「競争を避け」「結

果も平等」では競争的イノベーションは起きよう
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がない。

　小学校から戦後教育を受けて育った戦後派

（1940 年 -1960 年生まれ）の経営者の多くは，

1990 年以降の経済不況下で，低価格で消費拡大

という誤った消費者志向のマーケティングを続

け，日本をデフレスパイラルの底なし沼に引きず

り込んだ。低コストを求めて生産を海外に移転

し，国内を空洞化させ，失業者と非正規社員を大

量に生み，所得格差を拡大させた。企業内では，

正規社員＝勝ち組，非正規社員＝負け組という待

遇格差以上に陰湿な上下の身分意識が定着した。

その悪循環は現在も続いている。

　ポスト戦後派（1960 年 -1980 年生まれ）は，

何一つ不自由がない豊かな社会で生まれ育った。

戦後派以上に徹底した詰め込み教育を受け，結果

平等が刷り込まれている。そのせいか，ICT 革

命・グローバリゼーション時代に必要な，独創性

や創造性をメタ統合したソフト価値創造・知識創

造をする能力が不足している。

　偶然なのかどうか。「3.1.3 変わる企業，変わら

ない企業」で取りあげたデジタル家電企業の経営

者は，ほとんど戦後派だった。そして，ポスト戦

後派が第一線の部下だった。家電企業の経営は，

日本式経営の強みである継承力，求心力，イノ

ベーション力の 3 軸のバランスを欠いたと言える

だろう（1.2 を参照）。経営者もその部下も「和

魂」の精神を風化させた。業績へのマイナス影響

は当然のことに大きかった。一方では，自動車分

野の経営者もほとんど戦後派だったが，日本式経

営を維持している。

　戦後派とポスト戦後派の人たち全員がこうだと

言っているのではない。あくまで戦前・戦中派と

の相対比較で論じている。

　ところでグローバル日本の日本人は，皮肉に

も，海外で働くのを避け，異文化の人たちと競争

しつつ共生することが苦手である。だから，グ

ローバル競争能力が大変低いと言われ続けてい

る。これを裏付ける国際比較データがある。IMD 

世界人材報告書（2015）によると，日本人の総合

ランクは，世界 61 カ国・地域の中で 26 位，中の

上位である。しかし，言語能力，国際経験，有能

な上級幹部のランクでは，それぞれ，60 位，61 位，

61 位である。また，今日の競争経済 と ビジネス

社会が求めている大学教育では，57 位と 60 位

だった。まさに精神的な鎖国状態で，しかも，グ

ローバリゼーション時代の経済競争・ビジネス競

争に必要な能力を身につけていない，と評価され

ても仕方がない。豊かで居心地が良い日本を離れ

たくないからだとの声が多い。

　内向き，横並び意識，保守的，リスク回避な

ど，今日の日本人を批判的に形容する言葉が多い

のは周知である。

3.3.2　「和魂」を再定義し「新和魂」を形成する

　今まさに現役である戦後派の一部とポスト戦後

派の人たちは，歴史を通して培ってきた思想とそ

の宗教性，礼教性，哲学性を，「古臭い封建時代

の思想，軍国主義の思想」だとする戦後教育を受

けて育った。教育の場だけでなく，家庭や企業で

も，世代から世代へ伝統思想を引き継ぐことはあ

まり / ほとんどなかった。戦前派・戦中派が，教

育や経営の現場で，「あつものに懲りてなますを

吹いて」戦後派やポスト戦後派に積極的に伝えな

かったからだとされる。

　「あまり引き継がなかった」戦後派と「ほとん

ど引き継がなかった」ポスト戦後派の人たちが，

1990 年以降の経営の中枢を占めてきた事実と，

その間の「経済の衰退」「企業のグローバル競争

力の遅れ」との直接関係を立証はできないが，両

者は関連しているのではないか，との議論は盛ん

である。

　戦後派の一部とポスト戦後派の多くは，和魂商
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才による人間の大義とはほとんど無縁で，しか

も，「生活の糧を得るため」を超える「働く意味

や使命感」を持たない。会社は自分の利を得るた

めに利用する場であり，そこでの自分の取り分に

しか関心がない。企業は利のため以上に，世のた

め人のために貢献する場「公器＝公共財」だとの

認識はなく，会社を支え・会社に忠誠を尽くす

「こころ（知性と感性）」のコミットをしない。日

本人らしさの土台がないところに，日本人らしい

経営哲学の樹は育たない。

　宗教性や礼教性は，かつては，日本人の日々の

暮らしの中である種絶対的な生活規範，行動規

範，精神規範として機能していた。その中から，

人は人生の意味や志という哲学性をつかみ取っ

た。今は，全てが相対的で個人個人の判断に委ね

られ，自由という名の「放縦」と個人主義という

名の「利己主義」が独り歩きしている。それが過

度になり，精神性の停滞をもたらし，アイデン

ティティの欠如をもたらしたとされる。

　人間には，決して超えてはけない精神的な規範

となる宗教性や礼教性が不可欠だし，自由は責任

と表裏一体で，個人主義は全体最適と整合してい

なければならない。そして，自由と個人主義は，

世のため人のために貢献するという大義・哲学で

統合されなければならないと考える。しかし，こ

の思想の劣化が進んでいるのが現実である。

　生命の連続を守るシステムである血縁共同体

や，孤立化を防ぐ／相互扶助の地域共同体は社会

の安定をもたらす。日本社会の安定性は，この共

同体が機能する歴史が連綿と続いていたからであ

る。今日では共同体は崩壊寸前で，社会の安定が

揺らいでいる。経済的な豊かさは社会の安定の先

にあるのであって，その逆ではないだろう。日本

の社会保障費（健康保険・年金・失業保険など）

は，OECD の平均を上回る GDP の 24％（2011）

に及び，更に増えているが，社会の不安定度は深

刻になるばかりである。

　和魂の再定義は，日本思想の宗教性，礼教性，

哲学性を現在の文明システムの中で換骨脱胎して

行うのが適切だろう。それは単なる「昔の復活」

ではない。今日の時代の特性と日本らしい宗教

性，倫理・道徳性，哲学性をメタ統合した新しい

和魂でなければならない。再定義された和魂を

「新和魂」と呼ぶことにしたい。

3.3.3　トップ経営者の和魂

　日本の主要企業のトップ経営者などを務めた

33 人の戦中派（1930 年前後生まれ）による「遺

言　日本の未来へ」（未来を拓く人たちへのメッ

セージ）（日経ビジネス，2014）から，いくつか

の箴言を取りだす。

　それは，これまでのキャリアの中で彼らが実践

した「和魂」のエッセンスである。そして，本論

文で論じてきた日本人らしい宗教性，礼教性，哲

学性を，未来を担う人たちにしっかりと継承して

欲しいとする願いが込められている。

　「逆境の中にあっても悔しさをばねにしてやる

気をおこす。社会や国家に貢献するために正しく

生きる。自分が先ず勉強し働く」（鈴木修，スズ

キ）。「不惜身命（ふしゃくしんめい），天命感謝，

天衣無縫」（生まれた時代や境遇は，天から与え

られた運命。感謝して身命を惜しまず精いっぱい

やるしかない）（清水信次，ライフコーポレー

ション）。「個人の権利ばかりが重視されるように

なった。公徳心とか公共の利益を明示的に教える

べき。経済人が国家のために自分のパブリックな

面を差し出すのは当然」（宮内義彦，オリック

ス）。

　文明システムの変化に適応して，企業も自分も

変わらなければ，生き残れないし大切なものも守

れない，と忠告する言葉が続く。

　「何が大切かは，その時代じゃないと分からな
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い。大切なことは時代・今起きていることにしっ

かりと向き合うこと。感度が大切。その先に本質

的な変化をとらえる」（鈴木敏文，セブン＆ア

イ・ホールディングス）。「多様性のある場所があ

れば，そこで異質の才能がぶつかり合う‘共創’

によるイノベーションを起こすことができる」

（佐々木正，シャープ）。「おまえら，並のままで

いいのか。人生はそんなに長くはないぞ」（仲代

達也，俳優）。

　人間のやり抜く精神力とセレンディピティを大

切にした創造力が価値創造の大きな部分を占めて

いる。技術一辺倒は危ういと忠告している。

　「技術だけが進化発展したら近代文明は危うい。

人間の精神面の進化や豊かな人間性がなければ危

なっかしい」（稲盛和夫，京セラ）。「勤勉と創造

力を実際の商品で証明する。欧米に学んでどう追

いつかを考えることが日本再生の第一歩。今ある

ものはこれでいいのか，常に危機感を持って問い

直す」（樫尾幸雄，カシオ計算機）。「セレンデピ

ティ（ひらめき）で社会貢献する。商品は機能大

事だけど，人の心を捉える半分はアート。モノを

売ると同時にコトを売っている」（大塚正富，

アース製薬）。「生活は量より質で測る価値が大

切。国も国民も‘足るを知る（老子）’ことが普

遍的な価値観」（細川護煕，元総理大臣）。

3.4　「グローバル最適経営」を考える

3.4.1　グローバリゼーション・グローバル人間

　国の内外で普遍化と特有化が同時に進行してい

る。それをグローバリゼーションと定義する。グ

ローバル化は決して，画一化の一辺倒ではない

（林，2012）。

　科学技術や経済合理性といった文明価値はます

ます普遍化しているので，普遍を内部化してイノ

ベーションを継続する能力の優劣が企業の競争力

を左右する。一方，その国や民族特有の文化価値

（歴史・伝統・宗教 / 思想・文化）を，その特有

性を自社のアイデンティティにして，内外に向け

て発信する。グローバル競争とは，普遍な文明価

値の優劣競争と，特有な文化価値の影響力競争が

グローブ（地球）の上で同時進行していることで

あると考える。各国や各民族がそれぞれに，普遍

性と特有性を織りなす多様性・モザイク性が，グ

ローバリゼーションの実態である。

　企業は国の内外で，普遍な文明価値の創造競争

では，ICT 革命の急速な進行，クロスボーダー

の SC と VC，日本人・非日本人を問わずグロー

バル人間を自社の経営資源に取り込み・育て，そ

れらをグローバル・ネットワークの価値創造プロ

セスのドライバーにできなければならない。

　特有な文化価値競争では，文化アイデンティ

ティを持ち，それをグローバルに発信しながら，

同時に，異なった文化アイデンティティとの相互

交流・相互影響を深めるグローバル・アウェアネ

スを高いレベルで持たねばならない。

　グローバル日本人とは，団体戦だけでなく個人

戦でも，文明価値の優劣競争と文化価値の影響力

競争の両方に同時に取り組める人である。そして

特に，コトの価値・ソフト価値で，他が真似ので

きない日本文化の「らしい・ならでは」の「香

り」を価値創造プロセスの中で創りこみ，それを

独自の差別有意の顧客価値としてうち出せる人で

ある。顧客価値をスピーディに，そして，リスク

を取って創造する人である。

　グローバル日本人とは，それでいて，自国中心

主義から自ら解き放ち自国相対主義を身につけて

いる。自国の文化アイデンティティ（和魂）を持

たなければ，グローバル競争に参戦することすら

できない。

3.4.2　 グローバル最適経営

　グローバル最適経営を目指す視点とは，普遍の



15新和魂グローバル最適経営：グローバル日本の経営哲学／林廣茂

文明と特有の文化を統合するバランスを持った献

身的な人間が世界を一つのグローブ（Globe）と

捉え，自国対外国ではなく，自国もグローブの一

部であると認識することである。グローバル最適

経営が，自社の経営の要素をグローブの上に最適

に配置・配分して，企業の成長と持続を実現す

る。

　グローバル最適経営を敷衍する。企業経営の要

素である，経営資源（人材・情報・技術・資金・

設備），顧客価値創造プロセス（顧客価値形成，

SC, VC），組織（生産・マーケティング・財務・

HRM）を，世界のどこに，どのように組み合わ

せて配置すれば自社の特殊的な強さが発揮できる

かを考え，積極果敢に立案し実行する経営であ

る。

　言うまでもなく，経営資源・顧客価値創造プロ

セス・組織の全てにわたって，継ぎ目のないイノ

ベーションと人材のダイバーシティは必須であ

る。そして，非日本人の異なった文化や思想取り

いれ，それらとコンフリクトや共存をして，第三

文化体ともいえるグローバル最適経営を形成する

ことが期待される。

　グローバル最適経営は，世界中で「自立，循

環，持続」の社会経済的な貢献をする。自立は，

各国の事業は原則各国の市民が担うこと，各国市

場で利益をあげ，その国の政府に税金を払う責任

ある企業市民になること。循環は，たとえば，原

材料の確保から最終消費に至る SC/VC のチェー

ンで，それぞれの分野の現地の産業をパートナー

として事業モデルを創ること。そして，その国の

輸出入でも重要な役割を果たすこと。持続とは，

その自立と循環を継続して各国に永住することで

ある。

　グローバル最適経営は国内外でのビジネスを最

適化する。自国内で AI 進化・発展して開発した

製品やサービスを，各国に標準化・適応化移転す

るこれまでの国際経営だけではなく，各国の文明

システムを内部化して AI 進化・発展した価値創

造も開発する。そのために，研究開発・製品サー

ビス開発・マーケティングなど国や地域に最適な

組み合わせを実行する。そこで獲得した国際競争

力を第三国に横移転し，また，自国に縦移転して

フィードバックし，国内でも一段と高いアップ・

スパイラルな AI 進化・発展を目指す。そして，

それを再び各国に移転する。この複合したプラク

ティスの継続が，イノベーション，グローバリ

ゼーション，ダイバーシティを体現したグローバ

ル最適経営として結実する。

結論

　日本人らしい経営哲学はまだ死滅していない。

しかし，体系的に継承されてはいない。経営哲学

の再定義とその体系化が必要である。企業では，

事業の再編や転換は企業に力があるうちに実行す

るのが成功率は高いと言われるが，経営哲学も根

が枯れないうちに水と栄養を与えて再生・復活さ

せねばならない。つまり，長い歴史の中で文化遺

伝子として受け継いできた日本人性・日本人らし

さの思想・哲学を，経路依存的・不易的に再定義

して，今日の文明システム対応できる流行性を

持った形式知でありかつ暗黙知の経営哲学に進

化・拡大させる。

　「新和魂」を持った日本人が「グローバル最適

経営」の要となる。「新和魂グローバル最適経営」

の経営哲学の勧めである。
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